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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第６期

第１四半期連結
累計期間

第７期
第１四半期連結
累計期間

第６期

会計期間

自平成25年
　４月１日
至平成25年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成25年
　４月１日
至平成26年
　３月31日

売上高 （千円） 5,253,133 6,563,453 27,982,734

経常利益又は経常損失（△） （千円） △443,160 △165,782 630,634

当期純利益又は四半期純損失

（△）
（千円） △415,096 △206,157 209,933

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △154,826 △230,868 984,680

純資産額 （千円） 14,805,091 15,487,309 15,865,833

総資産額 （千円） 31,190,372 34,184,112 32,590,790

１株当たり当期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）
（円） △20.95 △10.40 10.60

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 41.8 40.1 43.1

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりません。
　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】
　当第１四半期連結累計期間において当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
　また、主要な関係会社に異動はありません。
 なお、Kawakin Core-Tech Vitnam Co.,Ltd.は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】
 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事
業等のリスクの内容に重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間における日本経済の景況感は、消費税率引上げに伴う個人消費の反動減はあるもの
の、企業収益や雇用情勢の改善、堅調な公共投資などの要因から緩やかな回復となりました。一方、海外では、先
進国経済は改善しましたが、中国の経済成長は減速、新興国の成長は鈍化するなど、先行き不透明な状況が続いて
います。
こうした環境下、当社グループの業績は、前年からの改善はみられるものの、収益面では、厳しい経営環境が続

いています。
当社グループの第１四半期連結累計期間の業績は、売上高6,563百万円（対前年同期比24.9％増）、経常損失165

百万円（前年同期は損失443百万円）、四半期純損失206百万円（前年同期は損失415百万円）となりました。
　セグメントの状況
［素形材事業］

精密鋳造品は新規設備の稼働、異形鋼は需要増を主因に受注が伸び、当事業の売上高は2,746百万円（対前
年同期比21.6％増）となりました。
［土木建築機材事業］

公共事業は回復基調にあるものの、年度初の売上高は伸び悩み、当事業の売上高は2,111百万円（対前年同
期比3.5％増）となりました。
［産業機械事業］

油圧機器、ゴム用射出成型機は、土木・建設機械、産業車両・自動車など、需要堅調な業界からの受注が
伸び、当事業の売上高は1,584百万円（対前年同期比88.6％増）となりました。
［不動産賃貸事業］

当事業の売上高は120百万円（対前年同期比5.0％増）となりました。
 

（２）財政状態

前連結会計年度末と比較し、資産は売掛債権・有形固定資産等の増加により増加いたしました。負債につきまし
ては、主として短期借入金の増加により増加いたしました。純資産につきましては、利益剰余金が減少いたしまし
た。
 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た
に生じた課題はありません。

（４）財務及び事業の方針の決定を支配するあり方に関する基本方針

　当社は、買収防衛策を下記のとおり導入しております。

Ⅰ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の源泉を理解し、当社の企業価値及
び会社の利益ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者であることが
必要であると考えております。上場会社である当社の株券等は、株主、投資家の皆様による自由な取引が認められ
ており、当社株券等に対する大量買付行為またはこれに類似する行為があった場合においても、一概に否定するも
のではなく、最終的には株主の皆様の自由な意思により判断されるべきであると考えます。
 しかしながら、近年の我が国の資本市場においては、対象となる企業の経営陣の賛同を得ずに、一方的に大量買
付行為またはこれに類似する行為を強行する動きも見受けられないわけではなく、こうした大量買付行為の中に
は、その目的等からして企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株
主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等につい
て検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が
大量買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために大量買付者との協議・交渉を必要とするもの等、対
象会社の企業価値向上及び会社の利益ひいては株主共同の利益に資さないものも想定されます。
 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源
泉、当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共
同の利益を中長期的に確保、向上させる者でなければならないと考えております。したがいまして、企業価値及び
会社の利益ひいては株主共同の利益を毀損するおそれのある不適切な大量買付行為またはこれに類似する行為を行
う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付行為に
対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を
確保する必要があると考えます。
 

Ⅱ 会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み
 
１．企業価値向上への取組み
 平成20年に創業60周年を迎えた当社グループは、一貫して「高品位な製品で安心安全を提供し、よりよい社会の
実現に貢献する」ことを経営理念としてきており、当社の免震支承や制震装置によって橋梁などの社会資本や学
校、病院、庁舎、ビルやマンションに至る建築物、ひいては市民の安全を守ることをその使命としております。鋳
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造部品、産業機械パーツにおきましても、最終製品の機能を十二分に発揮させ、ユーザーが安心して使える製品提
供を目指すものであります。
 この企業理念を実現するために、次の３点を経営の基本方針としております。
（１）全社員の能力向上により、社の総合力を高め成長と発展を続ける。
（２）新たな技術へのたゆまぬ挑戦により、顧客のニーズを満たす。
（３）法令遵守の精神にのっとり、公明正大な企業活動を実践する。
　この経営の基本方針にのっとり、当社グループは、世界単位で激変する環境の中にあっても、安定的な収益を確
保できうる経営基盤の強化を図るとともに、更なる発展を目指しております。また、過大な設備、人的資源の見直
しを目的としたグループ全体を見渡した体制再構築を積極的に推進し、原材料の高騰などの外部要因による影響を
内部吸収できるような筋肉質なグループ体制にしてまいります。持株会社制への移行は、このような体制再構築の
一環として、グループ全体の最適化の観点にたった経営資源の再配分やリスク管理、事業基盤の維持強化を進める
ことを目的としたものであります。
　現在、当社グループは、当社、連結子会社12社により構成され、土木建築用構造機材、素形材、及び産業機械の
３分野を主な事業領域としております。いずれも「高品位部材メーカー」をキーワードに高い技術力と確かな製品
力によって、需要家のニーズを満足させることを経営方針としております。
 土木建築用構造機材につきましては、橋梁用免震支承のトップシェアを維持しており、市場のリーダーとして高
機能化や低価格化といった課題に取り組んでおります。
 素形材につきましては、永年培ってきた技術力と現場力によって、産業機械用部品や自動車部品などを中心に、
新しい材質や形状の鋳造、加工にチャレンジしております。特に安価な外国製品に対抗できる価格競争力を備えつ
つ、品質・納期面での優位性を出すことによって、差別化をはかっております。
 産業機械につきましては、高機能が要求されるマーケットにあって、トップメーカーの地位を確保すべく、国内
向け、海外向けともにさまざまなニーズに応えられるような技術提案力の向上と生産能力の増強に努めておりま
す。
 このような状況の中で、平成24年度に当社グループは３ヵ年中期経営計画をスタートさせております。当中期計
画においては、以下の将来像を掲げて業務に取り組んでおります。
（１）時代変化に迅速に対応できる柔軟な企業集団
（２）顧客志向のエンジニアリングソリューション集団
（３）強固な企業統治体制
 以上のとおり、当社グループにおける企業価値の源泉は、各事業分野において永年にわたり蓄積してきた「技術
力」と「現場力」にあります。それらによって構築された顧客との長期的信頼関係、変化する顧客ニーズを満たす
新製品開発能力、市場への提案力、品質・納期に関する製品力などが当社グループの持続的な企業価値及び会社の
利益ひいては株主共同の利益向上への取組みの根幹となっております。そして当然ながらにして、これらのような
技術的見地をベースに、さまざまなノウハウを有機的かつ継続的に融合させていくことのできる人材が、この取組
みに必要不可欠であります。当社グループは、当社グループが関わる製品や技術情報、市場等についての豊富な経
験と知識、すなわち「技術力」と「現場力」に対する適切な理解なくしては、当社グループの企業価値及び会社の
利益ひいては株主共同の利益を向上させるための施策の策定、実行は困難であると考えております。
 
２．コーポレートガバナンス（企業統治）への取組み
 また、当社は、企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を向上させるためには、経営の効率性、健全
性、透明性を高め、コーポレートガバナンスを充実させることが重要であると考えております。
 経営環境の変化に迅速に対応できる機動的な経営体制の確立と取締役の経営責任を明確にするために、取締役全
員の任期を１年としております。また、監査役会は、社外監査役２名を含む３名で構成され、監査役は、取締役会
に出席するほか、各種会議等に参加し、積極的に意見を述べており、十分な経営チェックが可能な体制となってお
ります。
 内部監査については、業務執行機関と独立した部門として、監査室を設置しております。内部統制システムの構
築とグループ内浸透を推し進めております。
 また、株主の皆様、取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーからの信頼を一層高めるため、安全・環
境・品質の確保、社会貢献活動、法令遵守の徹底等のCSR活動の更なる充実に努めております。
 
Ⅲ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組
み
 
１．本プラン継続の必要性
 当社としては、大量買付行為が行われた場合、当該大量買付行為が当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主
共同の利益に資するものであるか否か、株主の皆様に適切に判断していただき、提案に応じるか否かを決定してい
ただくためには、大量買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供され、検討のための十分な期
間が確保されることが不可欠であると考えます。また、当社は、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同
の利益の確保または向上の観点から大量買付行為の条件・方法を変更・改善させる必要があると判断する場合に
は、大量買付行為の条件・方法について、大量買付者と交渉するとともに、代替案の提案等を行う必要もあると考
えておりますので、そのために必要な時間も十分に確保されるべきであります。
 当社は、このような考え方に立ち、以下のとおり本プランを継続することといたしました。
 
２．本プランの概要
 当社は、平成21年６月26日開催の定時株主総会において、当社株券等の大量買付行為への対応策」（以下「旧プ
ラン」といいます。）を導入いたしましたが、旧プランの有効期間は、平成24年３月期の定時株主総会の終結の時
までとされております。そこで、旧プランの有効期間満了に先立ち、当社は、平成24年５月25日開催の取締役会及
び本定時株主総会において、本プランを継続することを決定いたしました。なお、本プランの有効期間は、本定時
株主総会終了後から平成27年３月期に係る当社定時株主総会の終結時までです。
　本プランは、当社株券等の一定数以上の買付けその他の有償の譲受けの結果、(i)当社の株券等の保有者が保有す
る当社の株券等に係る株券等保有割合の合計、もしくは、(ii)当社の株券等の公開買付者が所有しまたは所有する
こととなる当社の株券等及び当該公開買付者の特別関係者が所有する当社の株券等に係る株券等所有割合の合計の
いずれかが20％以上となる者による当社株券等の買付けその他の有償の譲受けまたはその提案（以下、あわせて
「大量買付行為」といいます。）を適用対象としています。
　本プランは、当社取締役会及び独立委員会が、大量買付行為を行いまたは行おうとする者（以下「大量買付者」
といいます。）から、買収の是非に関する株主の皆様の適切なご判断及び当社取締役会の評価・検討等のために必
要な情報の提供を要請し、提供された必要情報を評価・検討するための手続きを定めています。

EDINET提出書類

株式会社川金ホールディングス(E21200)

四半期報告書

 4/17



　当社取締役会は、対抗措置の発動に先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委
員会は、この諮問に基づき、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非について勧告を行います。当社取締役会
は、(i)大量買付者が本プランに定める手続きに従わず、または(ii)大量買付行為が、当社の企業価値及び会社の利
益ひいては株主共同の利益を著しく害するものであると当社取締役会が認めた場合には、当社取締役会は、独立委
員会による上記勧告を最大限尊重して、当該大量買付者及び当該大量買付行為の具体的内容ならびに当該大量買付
行為が当社の企業価値・会社の利益・株主共同の利益に与える影響等を評価・検討等した上で、対抗措置の発動の
是非を判断します。
　また、当社取締役会が対抗措置を発動するに際しては、社外監査役全員を含む当社監査役全員の賛成を得た上
で、当社取締役全員の一致により発動の決議をすることといたします。当社取締役会は、当該決議を行った場合、
当該決議の概要その他当社取締役会が適切と判断する事項について、速やかに株主の皆様に情報開示を行います。
　当社取締役会は、対抗措置として大量買付者等による権利行使は認められないとの行使条件及び当社が大量買付
者等以外の者から当社株式と引換えに取得することができる旨の取得条項等が付された新株予約権（以下「本新株
予約権」といいます。）の無償割当ての実施を決議した場合、当社は、本新株予約権を当該決議によって定める全
ての株主に対して無償割当ての方法により割り当てます。
 
Ⅳ 上記各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
　上記Ⅱ記載の取組みは、当社の企業価値の源泉を十分に理解した上で策定されており、当社の企業価値および会
社の利益ひいては株主共同の利益を中長期的に向上するべく十分に検討されたものであって、まさに基本方針の実
現に資するものです。したがって、当該取組みは、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益を損なうものではな
く、また、当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えております。
　また、上記Ⅲ記載の取組みである本プランは、当社株券等の大量買付行為が行われる場合に、当該大量買付行為
の提案に応じるか否かを株主の皆様に決定していただくために必要な情報と期間を確保し、あるいは当社取締役会
が大量買付行為の条件・方法について、大量買付者と交渉するとともに、代替案の提案等を行うために必要な時間
を確保すること等を可能とすることにより、当社の企業価値及び会社の利益ひいては株主共同の利益を確保、向上
させることに資するものであり、基本方針に沿うものであると考えております。
　さらに、本プランは、(i)経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確
保または向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を充足しており、株式会社東京証券取引所の定め
る買収防衛策の導入に係る諸規則の趣旨に合致していること、(ii)株主意思を重視するものであること、(iii)独立
性の高い社外者からなる独立委員会の判断が最大限尊重されることとされており、かつその判断の概要について
は、適宜株主の皆様に情報開示を行うこととされていること、(iv)あらかじめ定められた合理的な客観的要件が充
足されなければ発動されないように設定されていること、(v)取締役会及び独立委員会が、当社から独立した第三者
の意見を取得できるものとされていること、(vi)有効期間満了前であっても株主総会または取締役会によりいつで
も廃止することができるものとされていること、(vii)取締役の期差任期制が採用されていないこと等の理由から、
当社の株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするものでもないと考えてお
ります。

 

（５）研究開発活動
　特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成26年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,000,000 20,000,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数

100株

計 20,000,000 20,000,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年４月１日～

平成26年６月30日
- 20,000,000    - 500,000    - 125,000

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日に基準日を設定していないため、直前の基準日（平成26年３月31日）に基づく株
主名簿により記載をしております。
 

①【発行済株式】

平成26年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 186,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　19,805,500 198,055 －

単元未満株式 普通株式　　　 7,900 －
一単元(100株)未満

の株式数

発行済株式総数 20,000,000 － －

総株主の議決権 － 198,055 －

 

②【自己株式等】

平成26年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社川金ホールディ

ングス

埼玉県川口市川口

２-２-７
186,600 － 186,600 0.93

計 － 186,600 － 186,600 0.93

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社川金ホールディングス(E21200)

四半期報告書

 7/17



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日から平

成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,510,714 3,624,240

受取手形及び売掛金 8,619,723 9,774,527

たな卸資産 3,921,532 4,488,966

未収入金 294,068 326,711

繰延税金資産 51,750 59,156

その他 1,386,826 332,361

貸倒引当金 △54,946 △47,474

流動資産合計 17,729,669 18,558,489

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,654,936 3,887,041

機械装置及び運搬具（純額） 2,796,347 3,434,736

工具、器具及び備品（純額） 266,312 346,420

土地 4,116,699 4,115,776

建設仮勘定 688,517 455,549

有形固定資産合計 11,522,814 12,239,523

無形固定資産 344,128 374,389

投資その他の資産   

投資有価証券 2,522,250 2,414,286

退職給付に係る資産 2,961 3,132

繰延税金資産 59,314 54,755

破産更生債権等 60,997 60,997

その他 413,789 543,674

貸倒引当金 △65,137 △65,137

投資その他の資産合計 2,994,177 3,011,709

固定資産合計 14,861,120 15,625,622

資産合計 32,590,790 34,184,112

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,295,488 4,008,965

短期借入金 1,300,000 4,400,000

1年内返済予定の長期借入金 3,362,116 3,070,572

未払法人税等 363,283 65,983

未払消費税等 86,705 67,606

未払費用 319,276 338,652

繰延税金負債 11,934 5,244

賞与引当金 234,711 373,135

その他 616,476 926,650

流動負債合計 10,589,991 13,256,811

固定負債   

長期借入金 3,216,892 2,608,943

リース債務 983,379 906,644
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

繰延税金負債 326,200 380,863

役員退職慰労引当金 274,779 223,010

退職給付に係る負債 468,078 454,971

その他 865,634 865,557

固定負債合計 6,134,965 5,439,991

負債合計 16,724,956 18,696,802

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 688,042 688,042

利益剰余金 11,630,703 11,218,526

自己株式 △40,218 △40,218

株主資本合計 12,778,527 12,366,350

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 736,770 820,732

為替換算調整勘定 536,539 523,335

その他の包括利益累計額合計 1,273,309 1,344,068

少数株主持分 1,813,995 1,776,891

純資産合計 15,865,833 15,487,309

負債純資産合計 32,590,790 34,184,112
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

売上高 5,253,133 6,563,453

売上原価 4,624,363 5,534,027

売上総利益 628,770 1,029,426

販売費及び一般管理費 1,136,663 1,100,828

営業損失（△） △507,892 △71,401

営業外収益   

受取利息 4,440 2,148

受取配当金 16,848 21,790

受取賃貸料 4,122 2,670

為替差益 49,752 -

受取保険金 - 12,022

助成金収入 1,752 -

その他 13,776 16,784

営業外収益合計 90,692 55,416

営業外費用   

支払利息 23,300 25,695

為替差損 - 119,187

その他 2,658 4,914

営業外費用合計 25,959 149,797

経常損失（△） △443,160 △165,782

特別利益   

固定資産売却益 225 6,447

投資有価証券売却益 249 -

特別利益合計 475 6,447

特別損失   

固定資産処分損 702 1,617

設備移設費用 7,984 4,790

その他 1,730 950

特別損失合計 10,416 7,357

税金等調整前四半期純損失（△） △453,101 △166,692

法人税、住民税及び事業税 3,618 66,671

法人税等調整額 △10,309 △7,229

法人税等合計 △6,691 59,442

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △446,410 △226,135

少数株主損失（△） △31,313 △19,977

四半期純損失（△） △415,096 △206,157
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △446,410 △226,135

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 81,128 85,044

為替換算調整勘定 210,455 △89,777

その他の包括利益合計 291,583 △4,733

四半期包括利益 △154,826 △230,868

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △151,688 △204,315

少数株主に係る四半期包括利益 △3,138 △26,553
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更に関する注記）

連結範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間よりKawakin Core-Tech Vitnam Co.,Ltd.は重要性が増したため、連結の範囲に含

めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成26年６月30日）

受取手形割引高 2,097,242千円 113,933千円

受取手形裏書譲渡高 234,545 180,242

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

季節的変動

　当社グループの土木建築機材事業は公共工事の依存割合が高いため、第４四半期連結会計期間に売上高が集中

しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

減価償却費 168,651千円 212,071千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．配当に関する事項

　平成25年６月27日定時株主総会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,300千円

　②１株当たり配当額　　 　　　 3.75円

　③基準日　          平成25年３月31日

　④効力発生日　　　　 平成25年６月28日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金

２．株主資本の金額の著しい変動

　著しい変動はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当に関する事項

　平成26年６月27日定時株主総会決議

　普通株式の配当に関する事項

　①配当金総額　       　　74,300千円

　②１株当たり配当額　　 　　　 3.75円

　③基準日　          平成26年３月31日

　④効力発生日　　　　 平成26年６月30日

　⑤配当の原資　　　　 　　 利益剰余金
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２．株主資本の金額の著しい変動

　著しい変動はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損

益計算書計上

額（注２） 素　形　材 土木建築機材 産 業 機 械 不動産賃貸 計

売上高        

外部顧客への売上高 2,258,559 2,039,754 840,468 114,351 5,253,133 － 5,253,133

セグメント間の
内部売上高又は振替高

91,960 － 142,278 18,765 253,004 △253,004 －

計 2,350,519 2,039,754 982,747 133,116 5,506,137 △253,004 5,253,133

セグメント利益
又は損失（△）

△260,946 △170,306 △33,191 86,796 △377,648 △130,244 △507,892

注１．セグメント利益又は損失の調整額の金額は、全社費用△152,215千円、セグメント間取引消去等21,971千円であります。なお、
全社費用は報告セグメントに帰属しない管理費用であります。

　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）
　該当事項はありません。
（のれんの金額の重要な変動）
　該当事項はありません。
（重要な負ののれん発生益）
　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損

益計算書計上

額（注２） 素　形　材 土木建築機材 産 業 機 械 不動産賃貸 計

売上高        

外部顧客への売上高 2,746,959 2,111,571 1,584,813 120,109 6,563,453 - 6,563,453

セグメント間の
内部売上高又は振替高

97,315 - 44,149 19,451 160,917 △160,917 -

計 2,844,275 2,111,571 1,628,962 139,561 6,724,371 △160,917 6,563,453

セグメント利益
又は損失（△）

△108,581 △79,824 139,410 89,903 40,907 △112,309 △71,401

注１．セグメント利益又は損失の調整額の金額は、全社費用△136,438千円、セグメント間取引消去等24,129千円であります。なお、
全社費用は報告セグメントに帰属しない管理費用であります。

　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）
　該当事項はありません。
（のれんの金額の重要な変動）
　該当事項はありません。
（重要な負ののれん発生益）
　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △20円95銭 △10円40銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（千円） △415,096 △206,157

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（△）（千円） △415,096 △206,157

普通株式の期中平均株式数（千株） 19,813 19,813

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年８月８日

株式会社川金ホールディングス

取締役会　御中

 

東陽監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 前原　一彦　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福田　 裕 　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 澁江　英樹　　印

 

 
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社川金
ホールディングスの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４
月１日から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に
ついて四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社川金ホールディングス及び連結子会社の平成26年６月30日現
在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が
すべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 
 

以　上
 

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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